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号，法律第 161 号)，昭和 38 年(法律第 9 号)，昭和 39 年(法律第

91 号)により，それぞれ改正が加えられた。

また本法は，旧法である道路交通取締法および施行令を廃止

して， これらに代わる新たな道路交通に関する基本法として制

定されたもので，その目的は ， L道路における危険を防止し，そ

の他交通の安全と 円滑を図ること l (第 l 条)にある。

その構成は 9 章からなり ， 第 l 章では上記の目的のほか， 各

種の定義規定を設けるとともに，信号機 ・ 道路標識 ・ 道路標示

の設置等につき規定している。第 2 章は歩行者の通行方法に関

し， 通行区分・行列の通行 ・ 横断方法等について定めており，

これに対し第 3 章では，車両および路面電車の交通方法を規定

し，通行区分・車両通行帯等のほか，速度，検断， ;@越し，踏

切の通過，交差点における通行方法，徐行および一時停止，停

車および駐車，燈火および合図，乗車，積載およびけん引等に

ついて定めている。(なお，第 4 章の 2 では 骨高速自動車国道お

よび自動車専用道路における自動車の交通方法の特列を規定し

ている。)第 4 章は， まず運転者の義務として，無免許運転の禁

止，酒気帯び運転の禁止，過労運転の禁止等について定め ， さ

らに雇用者の義務として， 安全運転に必要な所要の規定を設け

ている。第 5 章は，道路の使用について定め，道路における禁

止行為， 危険防止の措置に関し規定している。第 6 章は，運転

免許に関し，免許の種類，申請，免許証，運転免許試験，免許

証の更新，免許の取消し，停止，国際運転免許証および国外運

転免許証に関する規定を霞いている。第 7 章は雑則であり，第

8 主主は本法違反の場合の罰則である。

なお，第 48 通常国会で，本法の改正案が成立した。

その主要な点は

(1) 運転免許の極類の改正である。 現在，運転免許は， 大型

免許 ・ 普通免許 ・ 大型特殊免約 ・ 三輪免許-輪免許 ・軽免許・

小型特殊免許 ・ 第一種原付免許 ・ 第二飯原付免許の 9 極頬であ

るが，このうち， 三輪免前 ・ 軽免許 ・ 第二種原付免許を廃止し，

三輪免許は普通免許に， 軽免許は 2 輸の軽自動車については

ニ給免許に， 3 輸およ び 4 輸の軽自動車については普通免許に，

第二樋原付免許は二輪免許に，それぞれ格上げにするこ とによ

り，免許の資格要件を厳絡にし，もって交通の安全に資そうと

するものである。ただし，特免訴の廃止は，施行が 3 年先であ

るから ， 公布の日から 3 年間，戦免許は残るわけである。その

ほか， 750 kg をこえる車両を大裂自動車 ・ 普通自動車または大

型特殊自動車でけん引するためには，新たに， けん引免許が必

要となり，この結果， 免許の種類は 9 筏類になる。また， 第二

種免許についても ， 第二種三輪免許が廃止され，新たに第二種

けん引免許が設けられる。

(2) 自動車の使用者は， 総理府で定める台数以上の自動車の

使用の本拠ごとに，自動車の安全運転に必要な業務を行なわせ

るため，安全運転管理者を設けることを義務づけられる点であ

る。しかし，自動車運送事業者および通遂事業者は，道路運送

法上，同様の業務を行なう運行管理者の選任義務があるから，

自動車の使用者から除外されており，安全巡転管理者を設ける

必要はない。

(3) 自動二輪車の運転者および同乗者は，政令で定める道路

の区間においては，ヘノレメットをかぶらなければならず， また

高速自動車国道および公安委員会の指定した自動車専用道路に

おいて運転者以外の乗車を禁止される点である。

(井上徹太郎)

どうろせいびごかねんけいかく 道路整備 5 箇年計画

昭和 40 . 1 ・ 29 閣議決定をみた現道路整備 5 箇年計画は，道路を

緊急に慾備するこ と に より自動車交通の安全の保持とその能率

の鴻進をはかることにより，経済基礎の強化に寄与することを

目的とした道路整備緊急措置法を狼拠法規として決められたも

のであり，投資総額は 4 兆 1 ，000 (1昔、円である。

投資総額 4 兆 1 ，000 億円

一般道路事業 2 兆 2，000 億円

有料道路事業 l 兆 1 ，000 億円

地方単独事業 8,000 低円

この計画の目僚とするところは，道路交通需要の急速な駒大

に即応し，国土の総合的開発と効率的な利用をはかり ，産業基

盤の強化と国民生活の向上に資する ことにある。

内容を具体的にみると，まず*高速自動車国道については，

名神高速道路(小牧市 ・ 西宮市問) ・ 中央高速道路(東京都・富

士吉田市間)および東名高速道路(東京都 ・ 小牧市間)の建設を

完了するほか，その他の高速自動車国道網についても調査を促

進し，緊急を要する区間の建設に着手することになっている。

一般国道については，地域格差の是正のため幹線自動車道路網

の機能を十分発仰せしめるよう ， おおむね10箇年間に全路線の

整備を完成することを回途として促進し，地方道についても，

その重要性を IMJ案しつつ鋭意整備を促進することとしている。

これらの計図iを遂行するための財源は ， rll発納税等の目的税

収入， 国および地方の一般財源等， 日本道路公団等の借入金で

まかなわれることになっているが，その割合はそれぞれ 53.8% ，

24.0 %, 22.2 %である。

このような計画による実施後の道路整備状況は下表のように

見込まれているロ

表 l 高速道路 (単位 km) 

! 整備状況
灰 分 | 一一一 l 一一一一一

| 昭和 39 ・ 3 末 | 附和 44 ・ 3 末

高速自動車 l凶泊 I 71 629 

首都高速泊路 I 13 I 103 

阪神間速道路 I 0 I 52 

合計 I 84 I 784 

表-2 一般道路 (単位 km )

| 昭和 39 ・ 3 末| 改良状況
区 分 | 一 工 I .----.. 

l 実延長 ω | 昭和 44 ・ 3 末倒 I B/A(%)

ω 般国 道 27 ，341 22.225 81.3 

主要 地方道 32，948 18,251 55.4 

都道府県道 87，519 22,733 26.0 
(主張地方追を除く) U ' ,v<O .., '00 

合計 147 ，808 63,209 42.8 

この規倹に全るまでには，過去 4 回の計酒更新が行なわれて

いる。まず昭和23年に占領政策の一環として迎合軍最高司令官

の重要請により発足した総額 2， 172 億円の計画は， 途中米国対日

援助見返資金 39 (iむ 1 ，0007j円の追加はあったが，その進ちょく

状況は 30%程度とはかどらず， 昭和 29 年度を初年度とする計

画iへ移行していった。

この第 l 次計画はその規模 2，600 億円で推進されたが， この

規模でも l 級凶ìnで未改良延長キロの約30% ， 2 級国道では約

12%等と現状改良さえも意のままにならなかっ た。

次いで日目手1133年度から総投資額1兆円の第2次計画が突施され

たが，当時の経済成長率年平均 6.5% に対処しようとしたものの，

国道 ・ 地方道合わせて約 30% の改良を見込んだにとどまった。

さらに昭和 36 年政府は 10 箇年間に所得を倍閉するとし、う，

L 、わゆる所得倍地計画を決定し，経済成長率も年平均 7.2% を見
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